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ごあいさつ
株主のみなさまには、平素から格別のご高配を賜り厚く

御礼申しあげます。
さて、第８４期報告書をお手元にお届けするにあたりまし

て、一言ごあいさつ申しあげます。
当連結会計年度におけるわが国の経済は、東日本大震災

に起因する一時的な落ち込みからは緩やかに持ち直してい
るものの、歴史的な円高に加え、欧州の財政危機や原油価
格の上昇などの影響から、国内景気は、依然として先行き
不透明な状況が続いております。
建設業界におきましては、官庁工事の減少や民間企業の

海外シフトの加速と国内設備投資の抑制を背景とした、異
常ともいうべき価格での受注競争が続き、加えて、電力設
備投資抑制の影響など、当社グループを取り巻く経営環境
は、収益面において極めて厳しい状況で推移いたしました。
このような状況のもと、当社グループは、経営の基本的

課題である「中期経営計画の実践」を着実に進めるとともに、
中・小型工事の拡大や太陽光発電関連工事の営業活動を強
化する一方、コスト競争力の強化や工事採算性の向上のた
め、更なるコスト削減に全力で取り組んでまいりました。
また、グループ経営の強化と効率化を目的とした、グルー

プ内の事業再編も進めてまいりました。
しかしながら、当連結会計年度の業績は、電力設備投資

抑制の影響などから、工事受注高は２,１４６億３４百万円（前
年同期比９.４％減）、売上高は２,４６６億６０百万円（前年同期
比０.８％減）と前年同期を下回り、利益面におきましても、
厳しい受注環境を反映した工事採算性の低下や、法人税率
の変更に伴う繰延税金資産の取り崩しなどにより、営業利
益は１８億２１百万円（前年同期比７０.６％減）、経常利益は３２
億７８百万円（前年同期比５８.４％減）、当期純利益は、１３億
５１百万円（前年同期比６４.２％減）と前年同期を大きく下回
る結果となりました。
このような状況の中で、当社グループは、本年度の経営

基本方針に「目標利益の確保と中期経営計画の実践」を掲
げ、電力設備投資抑制の動きへ適宜適切に対応すると同時
に、受注競争に打ち勝つための工事原価低減策を一層推進
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し、技術・営業が一体となった営業活動を展開してまいり
ます。また、大規模太陽光発電などの再生可能エネルギー
分野への営業力・施工力を強化するとともに、省エネル
ギー分野における提案型の技術営業を推進するなど、受注
量の確保と収益の向上に取り組んでまいります。
また、直面する厳しい経営環境に鑑み、組織・体制・業

務の見直しなど経営構造の改革を推し進めるとともに、東
京・関西エリアにおける経営基盤の強化・拡大を図り、併
せて、新規市場や海外市場への取り組みを一層強化するな
ど、中期経営計画のメインテーマである「高収益体制の再
構築と新たなる成長軌道の確立」の具現化を目指してまい
ります。
この中期経営計画における重点課題は、第一にコア事業

分野の基盤強化による収益の安定化・向上、第二に経営資
源の再配分による新たな需要の創出、第三に未来を担う人
財の育成・発掘であり、当社グループは、それぞれの課題
に総力を挙げて取り組んでまいります。
一方、安全の確保・コンプライアンス経営の徹底につき

まして、当社グループが健全な企業活動を行ううえで、そ
の前提となる重要かつ恒常的な課題と位置付け、具体的活
動を展開いたします。
当社グループは、このような取り組みを通して直面する

厳しい状況を克服し、更なる業績の向上と社会的責任の遂
行に邁進する所存でありますので、株主の皆様には、今後
とも一層のご理解とご支援を賜りますようお願い申しあげ
ます。

平成２４年６月

代表取締役
社 長
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丸の内永楽ビルディング（電気設備）

東京ソラマチイーストヤード
（空調管設備）

確かな技術で期待に応える。

東京ソラマチウエストヤード（電気設備）

九州労災病院（電気設備）
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電気ビル共創館
（電気・空調管設備）

川内汚泥再生処理センター（空調管設備）

福岡大学中央図書館（電気・空調管設備）

地中線工事

山口県立下関武道館（電気・空調管設備）

飯野ビルディング（空調管設備）

配電線工事
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（平成２４年３月３１日現在） 単位：百万円

連結貸借対照表

科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部）
流 動 資 産
現 金 預 金
受取手形・完成
工事未収入金等
有 価 証 券
未成工事支出金
不動産事業支出金
商 品
材料貯蔵品
繰延税金資産
そ の 他
貸倒引当金

固 定 資 産
有形固定資産
建物・構築物
機械、運搬具及び
工具器具備品
土 地
リース資産
建設仮勘定

無形固定資産

投資その他の資産
投資有価証券
長期貸付金
繰延税金資産
そ の 他
貸倒引当金

９５,１７８
１５,０６０
６６,１６２
５９９

４,９３４
１,０８５
３５４
５８０

３,１１０
３,２９４
△ ３

１００,２１４
６７,６８０
３２,５２７
２,９９６
２６,８１４
２,８８９
２,４５１

１,１３９

３１,３９４
２０,７３７
３８７

７,２６１
６,３５６
△３,３４７

（負債の部）
流 動 負 債
支 払 手 形 ・
工事未払金等
短期借入金
未払法人税等
未成工事受入金
役員賞与引当金
工事損失引当金
そ の 他

固 定 負 債
リース債務
退職給付引当金
役員退職慰労引当金
そ の 他

負 債 合 計

（純資産の部）
株 主 資 本
資 本 金
資本剰余金
利益剰余金
自 己 株 式

その他の包括利益累計額
その他有価証券
評 価 差 額 金
為替換算調整勘定

少数株主持分

純資産合計

７５,８５６
５７,８９７
５,１９２
５２４

５,０８１
２３

１,０９３
６,０４２

２６,８１７
２,５７６
２２,３２４
２０４

１,７１１

１０２,６７３

９１,６１６
７,９０１
７,８８９
８０,１１１
△４,２８５

１４３
１９５

△ ５２

９５９

９２,７２０

資 産 合 計 １９５,３９３ 負債・純資産合計 １９５,３９３
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（平成２３年４月１日から
平成２４年３月３１日まで） 単位：百万円

連結損益計算書

科 目 金 額

売 上 高
完 成 工 事 高
そ の 他 の 事 業 売 上 高

売 上 原 価
完 成 工 事 原 価
その他の事業売上原価

２３５,４２８
１１,２３２

２１７,７７４
９,７０３

２４６,６６０

２２７,４７７

売 上 総 利 益
完 成 工 事 総 利 益
その他の事業総利益

１７,６５４
１,５２９ １９,１８３

販売費及び一般管理費 １７,３６１

営 業 利 益 １,８２１

営 業 外 収 益
受取利息及び配当金
持分法による投資利益
そ の 他

営 業 外 費 用
支 払 利 息
借入金期限前返済精算金
そ の 他

３１８
２８

１,３６２

１０７
５９
８４

１,７０９

２５２

経 常 利 益 ３,２７８

特 別 利 益
子 会 社 株 式 売 却 益
そ の 他

特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損
減 損 損 失
投資有価証券評価損
アドバイザリー費用
そ の 他

１,７５７
６１

４７
７００
２１２
２８９
１４６

１,８１９

１,３９８

税金等調整前当期純利益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額

９３７
１,３７８

３,６９９

２,３１５

少数株主損益調整前当期純利益 １,３８４

少 数 株 主 利 益 ３３

当 期 純 利 益 １,３５１
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（平成２３年４月１日から
平成２４年３月３１日まで） 単位：百万円

連結株主資本等変動計算書

科 目 残 高 及 び 変 動 事 由 金 額

株 主 資 本
資 本 金 当期首残高 ７,９０１

当期末残高 ７,９０１

資本剰余金 当期首残高 ７,８８９
当期末残高 ７,８８９

利益剰余金 当期首残高 ７９,７５８
当期変動額 剰余金の配当 △ ７３４

当期純利益 １,３５１
連結範囲の変動 △ ２６４

当期末残高 ８０,１１１

自 己 株 式 当期首残高 △ ４,２３７
当期変動額 自己株式の取得 △ ４７
当期末残高 △ ４,２８５

株主資本合計 当期首残高 ９１,３１２
当期変動額 剰余金の配当 △ ７３４

当期純利益 １,３５１
連結範囲の変動 △ ２６４
自己株式の取得 △ ４７

当期末残高 ９１,６１６

その他の包括利益累計額
その他有価証券評価差額金 当期首残高 １８９

当期変動額 株主資本以外の項目の当期変動額（純額） ６
当期末残高 １９５

為替換算調整勘定 当期首残高 △ ６０
当期変動額 株主資本以外の項目の当期変動額（純額） ７
当期末残高 △ ５２

その他の包括利益累計額合計 当期首残高 １２９
当期変動額 株主資本以外の項目の当期変動額（純額） １４
当期末残高 １４３

少数株主持分 当期首残高 ９４５
当期変動額 株主資本以外の項目の当期変動額（純額） １４
当期末残高 ９５９

純資産合計 当期首残高 ９２,３８６
当期変動額 剰余金の配当 △ ７３４

当期純利益 １,３５１
連結範囲の変動 △ ２６４
自己株式の取得 △ ４７
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） ２８

当期末残高 ９２,７２０
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連結注記表
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１． 連結の範囲に関する事項
⑴ 連結子会社の数 ４６社

主要な連結子会社の名称
㈱福岡電設、㈱小倉電設、㈱大分電設、㈱明光社、
㈱南九州電設、㈱熊栄電設、㈱長営電設、㈱有明電設、
九興総合設備㈱、九州電工ホーム㈱、㈱昭電社

なお、前連結会計年度において連結子会社であった㈱九電工
ネットプロデュースについては、平成２３年４月１日に、当社が
吸収合併している。
また、非連結子会社である㈱ベルスタッフについては、平成

２３年７月１日に、連結子会社である㈱ポータルが吸収合併して
いる。
さらに、連結子会社であった㈱キューコーリースは、平成２４

年１月４日の第三者割当による新株式発行及び自己株式取得に
伴う異動により、連結の範囲から除外している。

⑵ 主要な非連結子会社の名称
㈱大分稙田ＰＦＩ

非連結子会社７社は、いずれも小規模会社であり、合計の総
資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金
（持分に見合う額）等は、いずれも重要性が乏しいため連結の
範囲から除いている。

２． 持分法の適用に関する事項
非連結子会社と関連会社に対する投資額については、小規模会

社を除き、持分法を適用している。
⑴ 持分法適用会社数

関連会社 ３社
持分法適用会社の関連会社の名称
㈱九建、長崎鹿町風力発電㈱、渥美グリーンパワー㈱

⑵ 持分法非適用の主要な非連結子会社の名称
㈱大分稙田ＰＦＩ

⑶ 持分法非適用の主要な関連会社の名称
西技工業㈱

持分法非適用の非連結子会社及び関連会社は、それぞれ当期
純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）
等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がない
ため、持分法の適用から除外している。

３． 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社である九連環境開發股份有限公司の決算日は１２月３１

日である。連結財務諸表の作成に当たっては同決算日現在の財務
諸表を使用している。ただし、１月１日から連結決算日３月３１日
までの期間に発生した重要な取引については連結上必要な調整を
行っている。
上記以外の連結子会社の事業年度は、親会社と同一である。
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会計処理基準に関する事項
１． 資産の評価基準及び評価方法
⑴ 有価証券

その他有価証券
時価のあるもの 連結決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売
却原価は移動平均法により算定）
なお、組込デリバティブを区分して測

定することができない複合金融商品は、
複合金融商品全体を時価評価し、評価差
額を連結決算日の損益に計上している。

時価のないもの 移動平均法による原価法
なお、投資事業有限責任組合及びそれ

に類する組合への出資（金融商品取引法
第２条第２項により有価証券とみなされ
るもの）については、組合契約に規定さ
れる決算報告日に応じて入手可能な最近
の決算書を基礎とし、持分相当額を純額
で取り込む方法によっている。

⑵ たな卸資産
① 未成工事支出金 個別法による原価法
② 不動産事業支出金 個別法による原価法

（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく
簿価切下げの方法により算定）

③ 商品、材料貯蔵品 主として総平均法による原価法
（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく
簿価切下げの方法により算定）

２． 固定資産の減価償却の方法
有形固定資産
（リース資産を除く）

建 物 定額法
そ の 他 定率法

無形固定資産
（リース資産を除く）

ソフトウェア
（自社利用）

定額法
（５年償却）

その他 定額法
リース資産 所有権移転外ファイナン

ス・リース取引に係る
リース資産

リース期間
定額法

３． 引当金の計上基準
⑴ 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般
債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上
している。

⑵ 投資損失引当金
投資に対する損失への対応を図るため、財務健全性の観点か

ら、必要額を計上している。
なお、投資損失引当金は、当該資産の金額から直接控除して

いる。
⑶ 役員賞与引当金

連結子会社は、役員に対して支給する賞与の支出に充てるた
め、当連結会計年度に見合う分を計上している。

⑷ 工事損失引当金
受注工事の損失発生に備えるため、当連結会計年度末手持工

事のうち、損失の発生が見込まれ、かつ金額を合理的に見積る
ことのできる工事について、その損失見込額を計上している。

⑸ 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上している。過
去勤務債務（債務の減額）については、その発生時における従
業員の平均残存勤務期間の年数による定額法により按分した額
を発生時から費用の減額処理している。また、数理計算上の差
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異については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間
の年数による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結
会計年度から費用処理している。

⑹ 役員退職慰労引当金
連結子会社は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員

退職慰労金内規により計算した支給基準額を計上している。
４． 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認め
られる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原
価比例法）を適用し、その他の工事については、工事完成基準を
適用している。

５． のれんの償却方法及び償却期間
のれん及び負ののれんの償却については、主として５年間の均

等償却を行っている。
６． 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式に
よっている。

７． 記載金額は、百万円未満を切捨てて表示している。

（追加情報）
当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬

の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業
会計基準第２４号 平成２１年１２月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の
訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第２４号
平成２１年１２月４日）を適用している。

表示方法の変更に関する注記
１． 連結貸借対照表関係
⑴ 前連結会計年度において、有形固定資産の「その他」に含めて
表示していた「リース資産」は、重要性が増したため、当連結会
計年度において区分掲記している。
なお、前連結会計年度における「リース資産」は、有形固定資

産の「その他」に、１９百万円含まれている。
⑵ 前連結会計年度において、固定負債の「その他」に含めて表示
していた「リース債務」は、重要性が増したため、当連結会計年
度において区分掲記している。
なお、前連結会計年度における「リース債務」は、固定負債の

「その他」に、９７百万円含まれている。
⑶ 前連結会計年度において、区分掲記していた「長期借入金」は、
当連結会計年度より重要性が乏しくなったため、固定負債の「そ
の他」に含めて表示している。
なお、当連結会計年度の固定負債の「その他」に含まれる「長

期借入金」は８０百万円である。
２． 連結損益計算書関係
⑴ 前連結会計年度において、区分掲記していた「固定資産売却益」
及び「投資有価証券売却益」は、当連結会計年度より重要性が乏
しくなったため、特別利益の「その他」に含めて表示している。
なお、当連結会計年度の特別利益の「その他」に含まれる「固

定資産売却益」は２６百万円であり、「投資有価証券売却益」は２
百万円である。

⑵ 前連結会計年度において、区分掲記していた「割増退職金」は、
当連結会計年度より重要性が乏しくなったため、特別損失の「そ
の他」に含めて表示している。
なお、当連結会計年度の特別損失の「その他」に含まれる「割

増退職金」は１１６百万円である。
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連結貸借対照表に関する注記
１． 担保資産

担保に供している資産
流動資産その他（短期貸付金） ５９百万円
投 資 有 価 証 券 ６９百万円
長 期 貸 付 金 １４０百万円

計 ２７０百万円
当社が出資しているＰＦＩ事業に関する事業会社の借入債務に

対して、担保を提供している。
２． 資産から直接控除した引当金

投資有価証券 投資損失引当金 ３０８百万円
３． 有形固定資産の減価償却累計額 ３８,００６百万円
４． 保証債務

被 保 証 者 保証金額 被保証債務の内容

渥美グリーンパワー㈱ ８９９百万円 ㈱みずほコーポレート銀行
に対する借入契約保証

長島ウインドヒル㈱ ４４５ ㈱日本政策投資銀行に対す
る借入契約保証

計 １,３４５

５． 受取手形裏書譲渡高 １９百万円
６． 工事損失引当金

未成工事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示
している。損失発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金
のうち、工事損失引当金に対応する額は１０９百万円である。

７． 貸出コミットメント契約
ＰＦＩ事業会社（９社）への協調融資における劣後貸出人とし

て、同９社と劣後貸付契約を締結している。
なお、貸出コミットメントの総額は１４３百万円であるが、当連

結会計年度末における実行残高はない。

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１． 発行済株式に関する事項 （単位：株）

株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末
普通株式 ８３,００５,８１９ ― ― ８３,００５,８１９

２． 配当に関する事項
⑴ 配当金支払額

決 議 株式の
種 類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）基 準 日 効力発生日

平成２３年
４月２８日
取締役会

普通
株式 ３６７ ５ 平成２３年

３月３１日
平成２３年
６月８日

平成２３年
１０月２８日
取締役会

普通
株式 ３６７ ５ 平成２３年

９月３０日
平成２３年
１２月１日

⑵ 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生
日が当連結会計年度後となるもの

決 議 株式の
種 類

配当の
原 資

配当金の
総 額
（百万円）

１株当たり
配 当 額
（円）

基 準 日 効力発生日

平成２４年
４月２７日
取締役会

普通
株式

利 益
剰余金 ３６６ ５ 平成２４年

３月３１日
平成２４年
６月７日
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金融商品に関する注記
１． 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については一時的な余剰資金を安全
性の高い金融資産で運用し、また短期的な運転資金や営業資産の
購入資金を銀行等金融機関からの借入により調達している。
営業債権である受取手形・完成工事未収入金等は、顧客の信用

リスクに晒されている。当該リスクに関しては、取引先ごとの期
日管理及び残高管理を行うとともに、財務状況等の悪化による回
収懸念の早期把握や軽減を図っている。
投資有価証券は主として株式であり、市場価格の変動リスクに

晒されているが、定期的に時価や発行体（取引企業）の財務状況
を把握している。
借入金は、営業取引に係る資金調達である。
デリバティブ取引は、余剰資金の運用を目的として、安全性が

高いと判断された複合金融商品を利用し、投機的な取引は行わな
い方針である。また、取得については、都度、決裁権限規程に基
づき判断されている。

２． 金融商品の時価等に関する事項
平成２４年３月３１日（当期の連結決算日）における連結貸借対照

表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。
連結貸借対照表
計上額
（百万円）

時 価
（百万円）

差 額
（百万円）

⑴ 現金預金
⑵ 受取手形・完成工事未収入金等
貸倒引当金（※１）

１５,０６０
６６,１６２
△ ３

１５,０６０ ―

６６,１５８ ６６,１５８ ―
⑶ 投資有価証券

その他有価証券 １１,０３６ １１,０３６ ―
資 産 計 ９２,２５５ ９２,２５５ ―

⑴ 支払手形・工事未払金等 ５７,８９７ ５７,８９７ ―
負 債 計 ５７,８９７ ５７,８９７ ―

デリバティブ取引 ― ― ―
（※１） 受取手形・完成工事未収入金等に係る貸倒引当金を控除している。

（注１） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する
事項

資 産
⑴ 現金預金、並びに ⑵ 受取手形・完成工事未収入金等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか
ら、当該帳簿価額によっている。

⑶ 投資有価証券、並びにデリバティブ取引
時価については、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価
格又は取引金融機関から提示された価格によっている。また、投資信託に
ついては、公表されている基準価格によっている。
なお、組込デリバティブの時価を区分して測定できない複合金融商品は、
複合金融商品全体を時価評価している。

負 債
⑴ 支払手形・工事未払金等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか
ら、当該帳簿価額によっている。

（注２） 非上場株式等（連結貸借対照表計上額９,７０１百万円）は、市場価格がなく、
時価を把握することが極めて困難と認められるため、「⑶ 投資有価証券」
には含めていない。
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１株当たり情報に関する注記
１． １株当たり純資産額 １,２５１円６９銭
２． １株当たり当期純利益 １８円４１銭

重要な後発事象に関する注記
該当事項なし

その他の注記
子会社の第三者割当による新株式発行及び自己株式取得に伴う子会社
の異動

当社は、平成２３年１１月１５日開催の取締役会において、当社の子
会社である株式会社キューコーリースが、オリックス株式会社を
引受先として、第三者割当による新株式発行を行うこと及び同日
株式会社キューコーリースにおいて当社保有の一部株式を自己株
式取得すること（以下、第三者割当及び自己株式取得を総称して
「本件取引」）を決議した。これにより、平成２４年１月４日をもっ
て、株式会社キューコーリースは当社連結子会社には該当しない
こととなった。
１． 異動する子会社及び第三者割当増資の引受先の概要
⑴ 異動する子会社
① 名 称 株式会社キューコーリース

（以下「キューコーリース」）
② 代 表 者 後藤 和雄
③ 所 在 地 福岡県福岡市中央区高砂二丁目１０番１号
④ 主な事業内容 総合リース業

⑵ 第三者割当増資の引受先
① 名 称 オリックス株式会社（以下「オリックス」）
② 代 表 者 井上 亮
③ 所 在 地 東京都港区浜松町二丁目４番１号
④ 主な事業内容 多角的金融サービス業

２． 本件取引の理由
昨今のリース業界は、景気後退による企業の設備投資需要

の減退やリース会計基準変更の影響を受け、市場は縮小傾向
にある。このような環境のもと、付加価値の高い金融サービ
スノウハウを有するオリックスと融合することにより、きめ
細やかなソリューションの提供が可能となり、取引先のニー
ズに対して、一層のサービス充実と強化が図れるものと考え、
本件取引の実施を決定した。
本件取引は、当社グループにとっては、自己資本比率の向

上や有利子負債の削減等、当社グループの財務基盤の健全化
が大きく図られることとなり、強固な経営基盤の確立に資す
るものである。
なお、当社は、本件取引後も、引続きキューコーリース株

式の１０％を保有し連携を維持する。
３． 本件取引による異動日

平成２４年１月４日
４． 子会社の異動の概要
⑴ 子会社により取得される自己株式の数（当社が譲渡する株

式数）
普通株式 ４７,１６０株

⑵ 子会社が第三者割当により発行する株式数
普通株式 ４７,１６０株

⑶ 子会社が当社から自己株式を取得することに伴い当社が受
領する対価の合計金額
６,３７５百万円

⑷ 異動前の当社の持分比率
１００％
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⑸ 異動後の当社の持分比率
１０％

５． セグメント情報の開示において、キューコーリースが含まれ
ている区分の名称

リース事業
６． 実施する会計処理の概要
⑴ 移転損益の金額

１,７５７百万円
⑵ 移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びに

その主な内訳
流 動 資 産 ２７,９８８百万円
固 定 資 産 ９３７百万円
資 産 合 計 ２８,９２６百万円
流 動 負 債 １２,６６７百万円
固 定 負 債 １１,１３５百万円
負 債 合 計 ２３,８０２百万円

７． 当連結会計年度の連結損益計算書に計上されている分離した
事業に係る損益の概算額

売 上 高 ４,８５８百万円
営 業 利 益 １７９百万円
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（平成２４年３月３１日現在） 単位：百万円

貸借対照表

科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部）
流 動 資 産
現 金 預 金
受 取 手 形
完成工事未収入金
ファクタリング債権
有 価 証 券
未成工事支出金
材料貯蔵品
前 払 費 用
繰延税金資産
そ の 他

固 定 資 産
有形固定資産
建物・構築物
機械・運搬具
工具器具・備品
土 地
リース資産
建設仮勘定

無形固定資産
ソフトウェア
そ の 他

投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
その他の関係会
社 有 価 証 券
長期貸付金
破産更生債権等
長期前払費用
繰延税金資産
そ の 他
貸倒引当金

８６,７９２
１２,３８２
８,３１７
４３,３７７
１０,８１５
５９９

４,１３７
４０８
４０５

２,６３８
３,７０９

９２,１０５
５４,６２２
２８,１０３
１９７
７６０

２３,１６５
２,３５８
３７

１,０８８
６１５
４７２

３６,３９５
１３,７８９
２,５３０
９８

１１,３４５
１,０８１
１１７

６,７１２
２,９５０
△２,２３２

（負債の部）
流 動 負 債
支 払 手 形
工事未払金
短期借入金
キャッシュ・マネジメント
・サービス借 入 金
未 払 金
未 払 費 用
未払法人税等
未成工事受入金
預 り 金
営業外支払手形
工事損失引当金
そ の 他

固 定 負 債
リース債務
長期未払金
退職給付引当金
そ の 他

負 債 合 計

（純資産の部）
株 主 資 本
資 本 金
資本剰余金
資本準備金
利益剰余金
その他利益剰余金
圧縮記帳積立金
別途積立金
繰越利益剰余金
自 己 株 式

評価・換算差額等
その他有価証券
評 価 差 額 金

純資産合計

７９,４１７
１２,５８５
４０,５０８
５,０００
１０,５９２
６３７

１,２２６
１７４

４,４８９
１,３４０
１,１４４
１,０４０
６７５

２３,０８２
２,１１６
２５６

２０,６４９
６０

１０２,５００

７６,１９９
７,９０１
７,８８９
７,８８９
６４,６８６
６４,６８６
２,５８６
５８,５１９
３,５８０
△４,２７８

１９７
１９７

７６,３９７

資 産 合 計 １７８,８９８ 負債・純資産合計 １７８,８９８
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（平成２３年４月１日から
平成２４年３月３１日まで） 単位：百万円

損益計算書

科 目 金 額

売 上 高
完 成 工 事 高
兼 業 事 業 売 上 高

売 上 原 価
完 成 工 事 原 価
兼 業 事 業 売 上 原 価

２２７,１５８
４７７

２１３,４８４
４４０

２２７,６３５

２１３,９２４

売 上 総 利 益
完 成 工 事 総 利 益
兼 業 事 業 総 利 益

１３,６７４
３７ １３,７１１

販売費及び一般管理費 １３,４２４

営 業 利 益 ２８７

営 業 外 収 益
受取利息及び配当金
そ の 他

営 業 外 費 用
支 払 利 息
借入金期限前返済精算金
そ の 他

４８９
１,１９３

２９４
５９
２７

１,６８３

３８２

経 常 利 益 １,５８８

特 別 利 益
子 会 社 株 式 売 却 益
そ の 他

特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損
減 損 損 失
投資有価証券評価損
関係会社株式評価損
アドバイザリー費用
そ の 他

４,０１７
２７

４３
７００
２０８
９６
２８９
１４７

４,０４５

１,４８７

税 引 前 当 期 純 利 益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額

２０２
１,６０４

４,１４６

１,８０６

当 期 純 利 益 ２,３３９
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（平成２３年４月１日から
平成２４年３月３１日まで） 単位：百万円

株主資本等変動計算書

科 目 残 高 及 び 変 動 事 由 金 額

株 主 資 本
資 本 金 当期首残高 ７,９０１

当期末残高 ７,９０１

資本剰余金
資本準備金 当期首残高 ７,８８９

当期末残高 ７,８８９

利益剰余金
その他利益剰余金
圧縮記帳積立金 当期首残高 ２,４０９

当期変動額 圧縮記帳積立金の取崩 △ ３４
圧縮記帳積立金の積立 ２１１

当期末残高 ２,５８６

別途積立金 当期首残高 ５６,０１９
当期変動額 別途積立金の積立 ２,５００
当期末残高 ５８,５１９

繰越利益剰余金 当期首残高 ４,６５１
当期変動額 剰余金の配当 △ ７３４

別途積立金の積立 △ ２,５００
圧縮記帳積立金の取崩 ３４
圧縮記帳積立金の積立 △ ２１１
当期純利益 ２,３３９

当期末残高 ３,５８０

自 己 株 式 当期首残高 △ ４,２３０
当期変動額 自己株式の取得 △ ４７
当期末残高 △ ４,２７８

株主資本合計 当期首残高 ７４,６４１
当期変動額 剰余金の配当 △ ７３４

当期純利益 ２,３３９
自己株式の取得 △ ４７

当期末残高 ７６,１９９

評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金 当期首残高 ２１６

当期変動額 株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △ １８
当期末残高 １９７

純資産合計 当期首残高 ７４,８５８
当期変動額 剰余金の配当 △ ７３４

当期純利益 ２,３３９
自己株式の取得 △ ４７
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △ １８

当期末残高 ７６,３９７

１７



個別注記表
重要な会計方針に係る事項に関する注記

１． 資産の評価基準及び評価方法
⑴ 有価証券
① 子会社株式

及び関連会社株式 移動平均法による原価法
② その他有価証券

時価のあるもの 当期末の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定）
なお、組込デリバティブを区分して

測定することができない複合金融商品
は、複合金融商品全体を時価評価し、
評価差額を当期末の損益に計上してい
る。

時価のないもの 移動平均法による原価法
なお、投資事業有限責任組合及びそ

れに類する組合への出資（金融商品取
引法第２条第２項により有価証券とみ
なされるもの）については、組合契約
に規定される決算報告日に応じて入手
可能な最近の決算書を基礎とし、持分
相当額を純額で取り込む方法によって
いる。

⑵ たな卸資産
① 未成工事支出金 個別法による原価法
② 材料貯蔵品 総平均法による原価法

（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
２． 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産
（リース資産を除く）

建 物 定額法
建物以外 定率法

無形固定資産
（リース資産を除く）

ソフトウェア
（自社利用）

定額法
（５年償却）

そ の 他 定額法
リース資産 所有権移転外ファイナン

ス・リース取引に係る
リース資産

リース期間
定額法

３． 引当金の計上基準
⑴ 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般
債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上
している。

⑵ 投資損失引当金
投資に対する損失への対応を図るため、財務健全性の観点か

ら、必要額を計上している。
なお、投資損失引当金は、当該資産の金額から直接控除して

いる。
⑶ 工事損失引当金

受注工事の損失発生に備えるため、当期末手持工事のうち、
損失の発生が見込まれ、かつ金額を合理的に見積ることのでき
る工事について、その損失見込額を計上している。

⑷ 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき計上している。過去勤務債務
（債務の減額）については、その発生時における従業員の平均
残存勤務期間の年数による定額法により按分した額を発生時か
ら費用の減額処理している。また、数理計算上の差異について
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は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間の年数によ
る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理
している。

４． 完成工事高及び完成工事原価の計上基準
当期末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）
を適用し、その他の工事については、工事完成基準を適用してい
る。

５． 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式に

よっている。
６． 記載金額は、百万円未満を切捨てて表示している。

（追加情報）
当期の期首以降に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、

「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第
２４号 平成２１年１２月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関す
る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第２４号 平成２１年１２
月４日）を適用している。

表示方法の変更に関する注記
損益計算書関係

１． 前期において、区分掲記していた「固定資産売却益」及び「投
資有価証券売却益」は、当期より重要性が乏しくなったため、
特別利益の「その他」に含めて表示している。
なお、当期の特別利益の「その他」に含まれる「固定資産売

却益」は２５百万円であり、「投資有価証券売却益」は２百万円
である。

２． 前期において、区分掲記していた「投資有価証券売却損」及
び「割増退職金」は、当期より重要性が乏しくなったため、特
別損失の「その他」に含めて表示している。
なお、当期の特別損失の「その他」に含まれる「投資有価証

券売却損」は０百万円であり、「割増退職金」は１１６百万円であ
る。

貸借対照表に関する注記
１． 担保資産

担保に供している資産
流動資産その他（短期貸付金） ５９百万円
投 資 有 価 証 券 １百万円
関 係 会 社 株 式 ６８百万円
長 期 貸 付 金 １４０百万円

計 ２７０百万円
当社が出資しているＰＦＩ事業に関する事業会社の借入債務に

対して、担保を提供している。
２． 有形固定資産の減価償却累計額 ３３,８５８百万円
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３． 保証債務
被 保 証 者 保証金額 被保証債務の内容

渥美グリーンパワー㈱ ８９９百万円 ㈱みずほコーポレート銀行
に対する借入契約保証

長島ウインドヒル㈱ ４４５ ㈱日本政策投資銀行に対す
る借入契約保証

九連環境開發股份有限公司 ３２５ ㈱みずほコーポレート銀行
に対する借入契約保証等

計 １,６７０

４． 関係会社に対する短期金銭債権 １０,１３５百万円
関係会社に対する長期金銭債権 １１,３３０百万円
関係会社に対する短期金銭債務 １８,３５３百万円

５． 投資損失引当金
投資有価証券は３０８百万円、投資損失引当金を控除して表示し

ている。
６． 工事損失引当金

未成工事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示
している。損失発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金
のうち、工事損失引当金に対応する額は、５６百万円である。

７． 貸出コミットメント契約
当社貸手側
⑴ 当社はグループ全体の効率的資金運用・調達を行うため、
キャッシュ・マネジメント・サービスを導入しており、グループ
会社４１社と資金の集中・配分等のサービスに関する基本契約書を
締結し、キャッシュ・マネジメント・サービスによる貸出限度額
を設定している。
この契約に基づく当期末の貸出未実行残高は次のとおりである。
貸出コミットメントの総額 １０,６２０百万円
貸 出 実 行 残 高 ４０２百万円
差 引 額 １０,２１７百万円

⑵ ＰＦＩ事業会社（９社）への協調融資における劣後貸出人とし
て同９社と劣後貸付契約を締結している。
なお、貸出コミットメントの総額は１４３百万円であるが、当期

末における実行残高はない。
８． キャッシュ・マネジメント・サービス借入金

連結子会社を対象にしたキャッシュ・マネジメント・サービス
による借入金を表示している。

損益計算書に関する注記
１． 関係会社に対する売上高 ５４,８０６百万円
２． 関係会社からの仕入高 ４９,１２３百万円
３． 関係会社との営業取引以外の取引高 ３,１７７百万円

株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式に関する事項 （単位：株）

株式の種類 当 期 首 増 加 減 少 当 期 末
普通株式 ９,５８１,７１８ ９６,２９４ ― ９,６７８,０１２
株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加６,２９４株及び取締

役会決議による自己株式の取得による増加９０,０００株によるものである。
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税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（繰延税金資産） 百万円

退職給付引当金
賞与引当金
貸倒引当金
減価償却超過額
そ の 他

７,５６３
１,４５３
４５９
２６５

２,４５６
繰延税金資産小計
評価性引当額

１２,１９８
△ １,３１４

繰延税金資産合計
（繰延税金負債）

固定資産圧縮積立金
そ の 他

１０,８８３

△ １,４２１
△ １１０

繰延税金負債合計 △ １,５３２
繰延税金資産の純額 ９,３５１

リースにより使用する固定資産に関する注記
リース取引開始日が平成２０年３月３１日以前の所有権移転外ファイナン
ス・リース取引
⑴ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

取得価額相当額
（百万円）

減価償却累計額
相当額

（百万円）
期末残高相当額
（百万円）

建 物 ４０ ２３ １７
機 械 装 置 １,７６１ １,４７３ ２８８
車 両 運 搬 具 １６７ １３９ ２８
工具器具・備品 ２５ ２３ １
合 計 １,９９５ １,６５８ ３３６

⑵ 未経過リース料期末残高相当額
１ 年 内 ２６１百万円
１ 年 超 ９５百万円
合 計 ３５６百万円

⑶ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額
支払リース料 ４３６百万円
減価償却費相当額 ３９２百万円
支払利息相当額 ２０百万円

⑷ 減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に

よっている。
⑸ 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息
相当額とし、各期への配分方法については、利息法によってい
る。
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関連当事者との取引に関する注記
１． 親会社及び法人主要株主等

種 類 会社等の
名 称

議決権等の
被所有割合

関連当事者
と の 関 係

取引の
内 容

取引金額
（百万円） 科 目 期末残高

（百万円）

その他の
関係会社 九州電力㈱

直接
３０.７４％
間接
０.１６％

建設工事の
請負施工
役員の兼任
２名

工事請負
施工
（注）３

５０,２６２

完成工事
未収入金 ７,３６８

未成工事
受 入 金 ５０

（注） １． 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高に
は消費税等が含まれている。

２． 議決権等の被所有割合の間接所有は、㈱電気ビル（０.０７％）、光洋電器
工業㈱（０.０７％）、及び西日本プラント工業㈱（０.０２％）である。

３． 配電線工事の請負については、当社にて総原価を積算した見積価格を提
示し、毎期価格交渉のうえ請負価格を決定している。また、建設工事の
請負については、当社の見積価格を提示し、先方との交渉のうえ決定し
ている。

２． 子会社及び関連会社等

種 類 会社等の
名 称

議決権等の
所有 割 合

関連当事者
との 関 係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科 目 期末残高
（百万円）

子会社 九州電工
ホーム㈱

直接
１００.００％

資金の貸付
（注）２
役員の兼任
２名

貸付金の回収 １６２ 流動資産
そ の 他 ６１

貸付利息受入 ７ 長期貸付金 ４,５４０

子会社
㈱キューコー
リース
（注）３

直接
１００.００％

車両・ＯＡ
機 器 等 の
リース
役員の兼任
１名

支払リース料 ５１０ 流動負債
そ の 他 ５８３

未経過リース料
期末残高相当額
（注）４

５２８
リース債務 ２,０７９

支払利息相当額 １７４

子会社 ㈱昭電社 直接
８１.８２％

材料等の
購入
役員の兼任
２名

材料等の購入
（注）４ １２,５８４ 工事未払金 ３,２９５

余剰資金の
預り（注）５ （注）５

キャッシュ・
マネジメント・
サービス借入金

１,６６２

子会社 五島玉之浦
風力発電㈱

間接
１００.００％

資金の貸付
（注）２
役員の兼任
１名

貸付金の回収 １５４ 流動資産
そ の 他 １５８

貸付利息受入 ４１ 長期貸付金 ２,３８６

子会社 ㈱新エネル
ギー企画

直接
１００.００％

資金の貸付
（注）２
役員の兼任
２名

資金の貸付 １,１３０ 流動資産
そ の 他 ３７

貸付金の回収 ３７
貸付利息受入 ２４ 長期貸付金 ２,４６４

（注） １． 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高に
は消費税等が含まれている。

２． 九州電工ホーム㈱、五島玉之浦風力発電㈱及び㈱新エネルギー企画に対
する資金の貸付については、市場金利を勘案して決定している。

３． ㈱キューコーリースとの取引金額は平成２３年４月１日から平成２４年１月
４日までの期間の取引であり、期末残高その他の事項は平成２４年１月４
日現在の状況である。

４． リース料及び材料等の購入については、当社が見積価格の提示を受け、
先方との交渉のうえ決定している。

５． 余剰資金の預りは、グループ内の資金貸借制度を制定し、制定したルー
ルのもとで実施している。
また、余剰資金の預りは、資金貸借制度のもとで日々資金移動を行って
いることから、取引金額欄への記載は行っていない。

１株当たり情報に関する注記
１． １株当たり純資産額 １,０４１円８７銭
２． １株当たり当期純利益 ３１円８７銭

連結配当規制適用会社に関する注記
当社は、連結配当規制の適用会社である。
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（平成２４年６月２７日現在）

（平成２４年３月３１日現在）

設立年月日 昭和１９年１２月１日
発行可能株式総数 ２億５,０００万株
発行済株式の総数 ８３,００５,８１９株
資本金 ７,９０１,８８４,２１１円
従業員数 ５,６２４名

会社の概要

役 員

■ 取 締 役
代 表 取 締 役 会 長 河 部 浩 幸
代 表 取 締 役 社 長 橋 田 紘 一
取締役 副社長執行役員 西 村 松 次
取締役 専務執行役員 藤 永 憲 一
取締役 常務執行役員 長 﨑 孝 博
取締役 常務執行役員 首 藤 英 明
取締役 常務執行役員 馬場﨑 紀 文
取締役 常務執行役員 荒 木 俊 洋
取締役 常務執行役員 安 部 誠 司
取締役 常務執行役員 柿 本 仁 司
取締役 上席執行役員 上 田 宰 二
取締役 （非常勤） 渡 辺 顯 好
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■ 執行役員
専務執行役員 丸 山 明
常務執行役員 山 下 公 成
常務執行役員 猪 野 生 紀
常務執行役員 新 宅 和 博
上席執行役員 西 野 慎 吾
上席執行役員 久木元 孝 行
上席執行役員 檜 垣 博 紀
執 行 役 員 塩 月 輝 雄
執 行 役 員 北 村 邦 彦
執 行 役 員 武 井 秀 樹
執 行 役 員 山 本 泰 弘
執 行 役 員 鹿 島 康 宏
執 行 役 員 福 井 慶 蔵
執 行 役 員 石 橋 和 幸

■ 監 査 役
常任監査役（常 勤） 谷 口 筆 敏
監 査 役（常 勤） 青 木 繁 幸
監 査 役（非常勤） 松 尾 新 吾
監 査 役（非常勤） 土 屋 直 知
監 査 役（非常勤） 小 川 弘 毅
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5,000,000株以上
1,000,000株以上
500,000株以上
100,000株以上
50,000株以上
50,000株未満

個　　人
金融機関
そ の 他
外 国 人

九 州
関 東
近 畿
そ の 他

●所有数別

●所有者別

●地域別

45.1％（ 3名）
20.0％（ 9名）

18.4％（5,499名）

24.9％（5,320名）

59.7％（2,639名）
16.9％（1,086名）
2.9％（   904名）
20.5％（   972名）

23.2％（50名）
45.0％（133名）

6.9％（98名）

2.5％（ 3名）
10.3％（41名）
3.7％（46名）

株式分布（株主数・株数比率）（平成２４年３月３１日現在）
株式の状況
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１． 決算期 ３月３１日
２． 定時株主総会 ６月
３． 剰余金の配当の基準日

期末配当 ３月３１日
中間配当 ９月３０日

４． 公告方法
電子公告とし、当社ホームページ（http://www.kyudenko.co.jp）
に掲載します。ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告による公告をすることができない場合、日本経済新聞
に掲載します。

５． 単元株式数 １,０００株
６． 株主名簿管理人事務取扱場所
大阪市中央区北浜四丁目５番３３号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部
（郵便物送付先）
〒１６８-００６３
東京都杉並区和泉二丁目８番４号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部
（電話照会先）
電話 ０１２０-７８２-０３１（フリーダイヤル）
取次事務は、三井住友信託銀行株式会社の本店およ
び全国各支店で行っております。

（お知らせ）
⑴ 住所変更、単元未満株式の買取等のお申出先について

株主様の口座のある証券会社にお申出ください。
なお、特別口座が開設されました株主様は、三井住
友信託銀行株式会社にお申出ください。
特別口座に関する各種手続（住所変更、単元未満株
式買取請求及び配当金振込指定等）に必要な各用紙の
ご請求は、フリーダイヤル０１２０-７８２-０３１（祝日を除く
月曜日～金曜日９：００～１７：００）で受付いたしております。

⑵ 未払配当金の支払について
株主名簿管理人である三井住友信託銀行株式会社に
お申出ください。

株式のご案内
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（太宰府天満宮清掃 本社）

（浦上天主堂清掃 長崎）

九電工グループの社会貢献
九電工グループでは、台風など自然災害時におい
て、配電線工事、電気・空調管設備の復旧作業など
を迅速に行うための体制構築を行っております。
また、地域社会でのボランティア活動などを通じ、
社会に貢献する活動にも取り組み、地域社会から信
頼される誠実な企業活動を実践してまいります。

地域社会との共生
「さわやかコミュニティ旬間」（毎年１０月）におけ
るボランティア活動

（小倉城清掃 北九州）

（指宿市清掃 鹿児島）
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（区民ひろば清掃 東京）

（豊後大野市看板清掃 大分）

（海岸清掃 熊本）

（老人ホーム清掃 佐賀）

（瀬長島清掃 沖縄）

（野球場清掃 福岡）
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Ｍ Ｅ Ｍ Ｏ
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当社のホームページアドレス

http://www.kyudenko.co.jp

この印刷物は自然環境保護のために再生紙を使用しています。
また、植物油インキを使用しております。

本 店 福岡市南区那の川１丁目２３番３５号
電話０９２（５２３）６２５５

東 京 本 社 東京都豊島区東池袋３丁目１番１号 サンシャイン６０・３１階
電話０３（３９８０）８６１１

福 岡 支 店 福岡市南区那の川１丁目２４番１号
電話０９２（５２５）２７００

北九州支店 北九州市小倉北区米町２丁目２番１号
電話０９３（５４１）８３０１

大 分 支 店 大分市花津留２丁目２５番１６号
電話０９７（５５３）２５６１

宮 崎 支 店 宮崎市江平東町４番地１
電話０９８５（ ２６）９８５０

鹿児島支店 鹿児島市鴨池新町１番１号
電話０９９（２５６）２１６１

熊 本 支 店 熊本市中央区本荘６丁目１７番２１号
電話０９６（３６６）２１５２

長 崎 支 店 長崎市平野町２２番４０号
電話０９５（８４０）０８００

佐 賀 支 店 佐賀市神野東２丁目６番２６号
電話０９５２（ ３３）２００２

関 西 支 店 大阪市中央区南船場２丁目９番８号 シマノ・住友生命ビル８階
電話０６（６２８２）７２５３

沖 縄 支 店 豊見城市字豊崎１番４０５
電話０９８（８５６）９０５０

（旧大阪支店は、平成２４年１月、関西支店へ名称変更を
行いました。）


